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1990年代におけるロシア極東地域の地方政府の対外協力と中央・地方関係 


























 ２ 本論における研究の方法 
 １で述べたように、本論の主題は、極東地域の地方政府がなぜ国際協力に対して消極的であったか
という問題を分析することにある。同時に、中国国境地域における緊張がいかに生じたか、それは中
露関係にいかなる含意を持ったかという問題を、やはり地方政府の動向の観点から分析する。特に本
論が重視するのは、中央・地方関係を軸とした分析を通じて、こうした地方政府の動向をその背景か
ら一貫して体系的に説明しうる諸要因を抽出し、これによって、先行する諸研究に新たな知見を加え
ることである。そのため、本論は以下のような方法で分析を進めてゆく。 
 まず、市場経済化、国際化という環境下における地方政府の役割とその行動を分析する一般的な枠
組みを、ワインガストによる「市場保全型連邦制」などの制度論的な理論研究の成果を踏まえた形で、
構築する。同時に、国際政治と国内政治のリンケージに関する一般的な枠組みを、パットナムの議論
を参考に構築する。そうした分析枠組みを通して、ロシアの連邦制の特徴とそれが地方政府の行動に
与える効果に関する体系的な視点を提示する。 
 さらに、本論ではロシアと中国との比較を重視する。中国では、ロシアとは対照的に、地方政府が
市場経済化と国際化に積極的に対応したことが指摘されている。これを踏まえて本論では、改革の中
における中央・地方関係と地方政府の役割に焦点を当て、中国とソ連・ロシア両国の体制や改革の進
め方に関する比較を行う。これを通じて、ロシアの連邦制の特徴とそれが地方政府の行動に与える効
果に関して、さらなる諸要因を抽出することが可能となる。 
 その上で、ハバロフスク地方、沿海地方における地方政府の対外姿勢、特に中国に対するそれを、
具体的なケースとして検討する。特に、地方知事の状況認識、およびその行動をたどり、その背景を、
上で構築した分析枠組みや要因の観点から分析してゆく。 
 本論で扱う1990 年代は、ソ連末期、ロシア共和国政府のリーダーとしてエリツィンが台頭した時
期から、そのエリツィンがロシア連邦大統領を辞任するまでの時期である。この時期は、ロシアにお
いて分権、国際化、市場経済化が、大きな問題を孕みつつ進められ、その中で中央・地方関係は一貫
して重要な政治的要因であった。ただし、この 90年代の問題に関連して、1980年代半ばから 90年
代初めの時期、および、プーチン政権に属する 2000年以降の時期にも言及する。 
 
３ 各章の構成 
 序章では、本論における問題意識と主題、先行研究、分析の方法、構成を示した。 
 第一章から第三章によって構成される第一部では、本論の分析枠組みと基本認識を示した。 
 第一章では、まず、市場経済化と国際化という環境の下で地方政府に期待される役割を、青木昌彦
らの議論を通じて、「市場拡張的」行動として提示した。しかし、自律的な権限を与えられた地方政府
が、必ずしもこうした行動をとるとは限らない。そこで、「市場保全型連邦制」の枠組みの批判的な検
討を通じて、地方政府の行動はいかなる条件によって左右されるのかを示した。さらに、国際政治と
国内政治とのリンケージに関する分析枠組みを、パットナムの「２レベルゲーム」を基に示した。 
 第二章では、こうした視点から、ロシアの連邦制と地域政策、ロシア極東地域の特徴を示し、それ
がはらむ問題を明らかにした。ロシアの連邦制の諸特徴は、地方政府によるレントシーキング、機会
主義、行政的障壁の形成といった行動を促す条件を持っていた。こうした中、「地域発展連邦プログラ
ム」「経済特区」等の地域政策の手段も、レントシーキングや機会主義の手段として利用され、所期の
効果を持たなかった。さらに、ロシア極東地域が持つ、中央への財政依存、天然資源輸出依存などの
条件が、こうした問題を一層助長する条件となった。 
 第三章では、改革の中における中央・地方関係と地方政府の役割に焦点を当て、中国との比較を行
った。ソ連、ロシアの地方は、中国と比較すると、が市場経済化や国際化に対応する上で特別な困難
を有していた。すなわち、各地方経済が経済単位として自立性を持たず、また、改革の中での地元社
会の抵抗はより大きく、地方政府が中央の計画と支援を前提とした行動をとりやすい条件を持ってい
た。「市場保全型連邦制」を基に比較すると、中央・地方間の権限の明確な分割とその安定性、ハード
な予算制約等の条件が、地方政府の「市場拡張的」行動を促す上で重要であった。しかし、それに加
えて、ハイアラーキー構造とその規律、および中央の監視機構の存在がそこでは重要であった。 
 第四章から第七章によって構成される第二部では、特に90 年代前半期における中露関係と対極東
政策、およびその中でのハバロフスク地方、沿海地方の地方政府の動向を分析した。 
 第四章では、中露国家間関係の中で、中露国境と国境地域が、歴史的、構造的にどのような背景の
下に置かれてきたかを確認した。中露国境は、互いを最大の潜在的な脅威とする両国の、その脅威の
最大の源泉であった。90年代に関係の緊密化を進めていった両国の中央政府は、国境画定や国境地域
間の交流の拡大などを通じて、両国の関係の安定化をはかった。とはいえ、そうした認識が国境地域
住民の意識と乖離せざるを得ないことを、ここでは強調した。 
 第五章では、極東地域で地方政府主導の積極的な国際戦略が試みられ、またそれとともに周辺諸国
による極東地域との国際協力への期待が高まった、ソ連末期、1990年代初頭の時期について検証した。
ここでは、「経済特区」のような地方政府主導の戦略が、ソ連邦政府との対立という文脈におけるエリ
ツィンの政治的支持に依存したものであり、地方間のエゴイズムと極東地域の統一性の解体など、そ
の後に引き継がれる問題をすでに孕んだものであったことを明らかにした。 
 第六章では、ロシア連邦成立直後の92 年初頭から開始された急進的な市場経済化の改革が、極東
地域に何をもたらしたかを論じた。この改革の中で、極東地域では周辺諸国、特に中国との、急激か
つ無秩序な国境貿易、国境協力が促され、同地域に対外的脆弱性と国内における孤立感の意識をもた
らした。それは国際化戦略を進めていた極東地域の「学者政権」の基盤を崩壊させ、対外協力への消
極姿勢と国家支援の強化を強調する保護主義的な地方政権の台頭をもたらした。 
 第七章では、こうした中、極東地域において高揚した「中国脅威論」と、「中ソ東部国境協定」への
反対運動をめぐる動きを考察した。地方知事にとってこれらの問題は、ロシアの中央・地方関係のあ
り方や、地元の政治状況の文脈に依存した、極めて政治的な側面を持っていた。それゆえ、強硬姿勢
の裏で中国との協力を模索するという、知事のプラグマチックな行動も見られた。さらに、沿海地方
とハバロフスク地方との比較の中で、その政治的側面はより明確になった。 
 第八章から第十章によって構成される第三部では、こうした中央・地方関係の歪みや地域政策の欠
陥、そして中露国境における緊張を克服してゆこうとするプロセスを中心に論じた。 
 第八章では、こうした中露国境地域の緊張の緩和、および国境画定問題の解決に向けてロシアの中
央がとった戦略について論じた。特に、「極東ザバイカル長期発展プログラム」の承認と、ハバロフス
ク地方との関係強化、および沿海地方への統制強化という形で、中央と極東地域との関係を制度化し、
国境問題解決を進めていこうとする中央の戦略がここで見られた。しかし、それは従来の連邦制と地
域政策の欠陥を克服するものではなく、結局は破綻せざるをえなかった。 
 第九章では、98年のロシア金融危機と、それを期に成立したプリマコフを首相とする政権において、
これまでの中央・地方関係と経済政策、地域政策に、大きな転換がもたらされたことを見ていった。
プリマコフの示した方向性は、ロシアの連邦制と経済政策、地域政策の欠陥に、的確に対応したもの
であり、ロシア連邦制の本質的な再編というビジョンをも含むものであった。それは、2000年からプ
ーチン大統領の下で本格化した連邦制の改革にもつながるものといえた。 
 第十章では、その2000 年からのプーチン期における連邦制改革と極東地域政策を論じた。このプ
ーチン期の政策自体の本格的な検証は、本論の対象ではない。この章では、プーチン期に打ち出され
た諸政策の方向性が、エリツィン期の連邦制、地域政策お欠陥、および極東地域との関係や極東の発
展の問題に関する問題を、スライダーが指摘したような中央・地方間のハイアラーキーの再構築とい
う試みを中心にして克服しようとするものであることを指摘した。 
 終章では、以上から導かれた分析結果を踏まえ、総合的な考察を加えた。まず、極東地域の地方政
府がなぜ周辺諸国との国際協力に消極的であったかという本論の中心的なテーマに関し、分析結果を
示した。次に、対中関係をめぐる中央・地方関係というもう一つのテーマに関して、本論で示された
知見を提示し、「バランサー」としての地方政府という観点の重要性を指摘した。さらに、地方知事の
姿勢が、実際には国際化に否定的なものばかりではなかったという面に注目し、そこにおける肯定的
な要素を指摘した。最後に、一般に「集権化」といわれる現在のプーチンの改革が、エリツィン期の
問題を克服しようとするものであり、それが必ずしも北東アジアの国際協力にマイナスではないこと
を指摘し、今後の北東アジアの国際協力のあり方に一定の示唆を試みた。 
 
４ 関連する研究における本論の位置づけとその意義 
 従来、本論が扱った問題に関しては、「環日本海圏」、「北東アジア圏」の形成に向けた一連の研究、
および、ロシアの政治・経済研究の中で扱われてきた。しかし前者では、こうした国際協力における
否定的要因が正面から分析対象となることは少なかった。また後者では、幾つかの研究がそれぞれの
視角から諸要因の抽出に成功してきた。しかし、本論が課題とした一群のテーマに関して、十分に体
系的で一貫した記述・分析はなされてこなかった。いずれにせよ、現象面を追求する論考が多くを占
めるのが現状である。本論の課題に一貫して共通するのは、ソ連崩壊後のロシアにおける中央・地方
関係である。現象面の記述も、こうした中央・地方関係の解明なしには、有益な知識をもたらすとは
考えにくい。本論は、こうしたこれまでの研究に欠落した視点を補うためにも、ロシアの中央・地方
関係を軸とした分析を通じて、ロシア極東地域の地方政府の姿勢を、その背景から一貫して体系的に
説明しうる諸要因を抽出し、先行する諸研究に新たな知見を加える試みである。 
 現在、プーチン政権が進める改革では「集権化」が進んでいると言われる。そうした動きが、地方
政府を主要な主体とした北東アジア国際協力において、いかなる意味を持つのか。あるいは、中露関
係が様々な不安定要因を抱えながら緊密化を進めている中で、その最大の不安定要因の一つである国
境地域間関係は、いかなる性格をもったものであり、国家間関係にいかなるインパクトを持ちうるの
か。本論で追求する課題は、こうした問題を考察する際にも重要な知見を提供するものと考えられる。 
 
